
事業番号 - - - -

（ ）
事業名 ガバメントクラウド 担当部局庁 省庁業務サービスグループ 作成責任者

事業開始年度 令和3年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 デジ 21 0001 02

令和4年度第２次補正予算行政事業レビューシート デジタル庁

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地方公共団体による先行事業やデジタル庁ウェブサイトにおけるガバメントクラウドの利用を通じて、運用方法や課題等の確認する。
ガバメントクラウドへの移行においては、情報システム構築の迅速性・柔軟性の向上、可用性を始めとする高いセキュリティの実現、コスト効率の向上など、
これにより得られる効果の追求を図るとともに、既にクラウドサービスを利用しているものも含め、更改時期等を勘案しつつ、原則、令和５年度以降順次ガバ
メントクラウドへの移行を進める。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

クラウドサービスの利点を最大限に活用することで迅速、柔軟、セキュアかつコスト効率の高いシステムを構築し、利用者にとって利便性の高いサービスを
提供するため、複数のクラウドサービス（IaaS、PaaS、SaaS）の利用環境であるガバメントクラウドを整備する。

統括官付参事官 参事官　浅岡　孝充

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

官民データ活用推進基本法第15条第2項
デジタル社会形成基本法第29条
地方公共団体情報システムの標準化に関する法律第
10条

関係する
計画、通知等

デジタル社会の実現に向けた重点計画

前年度から繰越し
予算
の状
況

当初予算

令和４年度
第２次補正予算

計 0 0 0 0

予備費等

翌年度へ繰越し

補正予算

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

執行率（％） - - -

執行額 0

計 0

主な増減理由

-

令和４年度第２次
補正予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算目
令和４年度

第２次補正予算



活動内容
（アクティビ

ティ）

国及び地方公共団体等が利用するクラウドサービスを整備する。各情報システムはシステム更改時期等を考慮してガバメントクラウドへ移行す
るため、各情報システムがガバメントクラウドへの移行に必要な支援体制の整備等を実施する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

- 2 - -

当初見込み ガイド数 - - 2 2

令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

ガバメントクラウドのガイド
類の整備

全CSP（クラウドサービス事
業者）分

活動実績 ガイド数 -

計算式 　　/ - - 4,620,000/2 -

単位当たり
コスト - - - 2,310,000 -

-

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

ガイド類の作成に要した費用／CSP（クラウドサービス
事業者）数

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

成果実績

達成度 ％

目標値

中間目標 目標最終年度

7 年度 年度
代替指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

定量的な目標が設定できない理由 定性的な成果目標と令和元年～令和3年度の達成状況・実績

ガバメントクラウドの利用は、移行の時期も含め各府省等の判断
で行うものであり、本事業自体で定量的な目標を立てられるもの
ではないため。

令和５年度以降、各府省等からの申込に対して可能な限り迅速、的確に対
応する。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標

- - -

目標値 - - - - 2,000 -
ガバメントクラウドの利用者
の拡大

ガバメントクラウドの利用者
数

実績 - - -

達成度 ％ - -

令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

- - -

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標 代替指標 単位 令和元年度 令和2年度

目標値

実績

達成度 ％

令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標 代替指標 単位 令和元年度 令和2年度

目標値

実績

達成度 ％



活動内容
（アクティビ

ティ）

基幹業務システムを利用する原則全ての地方公共団体が、目標時期である令和７年度（2025年度）までに、ガバメントクラウド上に構築された
標準準拠システムへ移行できるよう、その環境を整備する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

- 9 - -

当初見込み - - - 9 20

令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

地方自治体の基幹業務シ
ステムに係る標準仕様書
の策定

地方自治体の基幹業務シ
ステムに係る標準仕様書
策定業務数

活動実績 - -

計算式 　　/

単位当たり
コスト

-

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

／

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

成果実績

達成度 ％

目標値

中間目標 目標最終年度

7 年度 年度
代替指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

定量的な目標が設定できない理由 定性的な成果目標と令和元年～令和3年度の達成状況・実績

地方自治体のガバメントクラウドの利用は、標準化法上の努力義
務であり、移行の時期も含め各自治体の判断で行うものであり、
本事業自体で定量的な目標を立てられるものではないため。

令和５年度以降、自治体のガバメントクラウドへの移行が円滑に進むよう、検
証を実施する。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標

- - -

目標値 - - - - 20 -

全基幹業務システムにお
けるデータ要件・連携要件
の適合性確認の円滑な実
施

データ要件・連携要件の適
合性確認を実施した業務
数

実績 - - -

達成度 ％ - -

令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

- - -

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標 代替指標 単位 令和元年度 令和2年度

目標値

実績

達成度 ％

令和3年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標 代替指標 単位 令和元年度 令和2年度

目標値

実績

達成度 ％

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

-

該当箇所 -

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 政策２　情報通信技術等の適正・効率化に関する施策の推進

施策 政策２－①　情報システムの整備

政策評価書
URL

-

該当箇所 -



無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ‐

ガバメントクラウドで整備することとしているテンプレートの管
理など、国でガバナンスを効かせる必要があるため、国が直
接実施している事業である。なお、国が直接実施している事
業であるが、より効果的なリソース配分やコスト削減の更な
る推進のため、クラウドサービスを活用している。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

状況の変化に応じて情報システムを柔軟に変更できるような
現代的なアプリケーション開発にとって、柔軟かつ迅速にITイ
ンフラを構築することは必須であり、自動で柔軟かつ迅速に
インフラを用意できる環境を、最新のクラウド技術を最大限に
活用して政府として共通に提供することで、高いセキュリティ
と可用性等を実現するとともに、ガバナンス機能とテンプレー
トを用いることで、政府全体としての管理レベルの向上、イン
フラコストの削減が図られる。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

支出先の選定に当たっては、複数社からの下見積もりを取
得した上で、最低価格方式による一般競争入札を実施してお
り、公平・公正な選定を行っている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

クラウドサービスの利点を最大限に活用することで、迅速、
柔軟、かつセキュアでコスト効率の高いシステムを構築可能
とし、利用者にとって利便性の高いサービスをいち早く提供し
改善を図る。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
データ要件・連携要件の検討の深化に伴い、事業計画を見
直したもの。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
ガバメントクラウドでは、クラウドサービスの活用により、リ
ソースの迅速な配備と柔軟な増減や、多様なテンプレートを
活用した整備、運用を図っている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
ガバメントクラウドの運用、移行に必要なガイド類の整備、安
定的な実施に向けた調査・研究等を実施するために真に必
要なものに限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

クラウドサービス利用に係る費用は利用量に応じた精算払い
（従量課金制）となっているところ、ガバメントクラウドの調達
に係る技術要件の策定や調達方式の検討に時間を要したこ
とにより、クラウドサービスの利用量が当初想定していた見
込みを下回ったためである。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
令和３年度はガバメントクラウドの整備に向けた試行的な運
用を実施しているが、地方公共団体を含めた12のシステム
がガバメントクラウド上で稼動している。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
ガバメントクラウドに必要なガイド類の整備などを実施してお
り、令和５年度以降、順次、システムの更改時期を勘案しつ
つ、ガバメントクラウドへの移行を実施することとしている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
活動目標として、成果目標の達成に寄与するため、ガイド類
の整備について設定している。令和３年度においては見込を
達成した。

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和2年度

令和元年度

令和3年度 2021 デジ 新21 0001 02


